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「出勤時の社員の検温実施について」に関する申し入れ 

 

 

 大阪第一・第二運輸所で８月１８日から「出勤時の社員の検温実施について」の掲示が

出された。掲示では【開始時期】、【測定方法】と【就業可否の基準】のみで不明な点が

ある。 

よって、下記のように申し入れるので早急に団体交渉の場を設定すること。 

 

記 

 

１．検温の実施は就業規則外であり組合との協議を行うべきである。組合との協議を無視し

たことに謝罪を求める。 

 

２．新幹線各運輸所にて、８月１８日から出勤時の社員の検温をすることになった理由を明

らかにすること。 

 

３．検温結果が３７．５℃以上の場合、就業不可としているが、就業規則の適用条項とその 

根拠を明らかにすること。 

 

４．検温結果が３７．５℃以上あったときの対応について明らかにすること。 

 

５．３７．５℃以上の発熱の症状で病院の受診及び診察結果の報告を会社が指示する場合、 

診察に掛かった費用は会社が全額負担すること。 

 

６．就業不可の判断をした場合の、勤務認証を明らかにすること。 

 

７．検温の実施は出勤点呼時のみとなっているが、出先点呼、退出点呼時の検温も実施する 

こと。 

 

 



 

 

８．検温は駅、乗務員職場に限らず関西支社の全職場、全社員にも実施すること。また、同 

じ職場で働く関連会社の全社員にも実施するよう会社が責任持って指導すること。 

 

９．検温は当直の対面ではなく各職場の入口（運輸所の場合、守衛室前）にて行うこと。 

 

10．検温に必要な時間を労働時間として１分付加すること。 

 

11．検温の実施期間は、当分の間となっているが、検温終了の判断を明らかにすること。 

 

                                     以上 


